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項目 対象となる連系線 見直し内容 運用容量への影響

【１】熱容量の適用期間細分化 •東北東京間連系線
•再エネ出力制御量の低減、
電力取引の活性化を図る。

•東北東京間連系線において、昨年度算出
時に比べて、冬季運用容量（東京向）が
最大41万kW増加
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◼ 熱容量限度値の算出方法を見直したことで、東北東京間連系線において、冬季の制約である熱容量限
度値が上がり、昨年度算出時に比べて、冬季運用容量（東京向）が最大41万kW増加した。

◼ なお、上記については、今年度の運用容量検討課題として2024年度以降の運用容量へ適用することで検
討・整理を進めていたが、需給ひっ迫へ備え当初の予定より前倒し2023年度の冬季（12~3月）から
運用容量に反映した。
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◼ 2023年度の冬季運用容量を算出した結果、東北東京間連系線（東京向）の熱容量限度値が増加し
たことにより、15万kW～41万kW増加した。

出所：2023年度 第4回運用容量検討会 資料1-1
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出所：2023年度 第3回運用容量検討会 資料1-1


